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１．はじめに 

 

自動車交通量の増加による交通渋滞が多くの都市で発

生し、交通渋滞に起因する自動車交通の平均速度の低下

が問題視されている。そのため、自家用車利用者の公共

交通への転換が求められるが、その受け皿となるべき公

共交通機関、担うべき役割を十分に果たしていないケー

スは多い。特にバス交通では、交通渋滞による平均速度

と定時性の低下が起こり、それがバス利用者の減少の要

因の一つとなっている。その対策としてバス専用車線や

バス優先信号システムなどの導入が各地で行われており、

今後も導入が進んで行くと考えられる。 
定時性の向上が利用者の行動変化に与える要因として、

サービス水準の向上により行動が変化し交通手段選択メ

カニズムそのものは変化しない場合と、利用者の意識そ

のものが変わり行動が変化し交通手段選択メカニズムが

変化する場合とがある。後者に関しては、需要予測その

ものに影響を与えるために、重要な視点であると考えら

れるが、前者と後者を分離して定量的に把握することは

容易ではない。しかし、今まで定時性の高い交通機関が

存在していなかった地域において、初めて定時性の高い

交通機関が導入された場合には、導入後のデータを用い

て、定時性の高い交通機関の有無による分析を行うこと

で利用者の意識を把握することが可能であると考えられ

る。 
そこで、本研究では沖縄県那覇市周辺を対象として、

バス交通を念頭において、定時性が高く乗継ぎ利便性が

高い新しいバスシステムが導入された際に、利用者の交

通手段選択意識に与える影響を定量的に明らかにするこ

とを目的とする。ここでは、SP調査において同じサー 
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ビス水準を設定した際に、乗継ぎに関する情報提示手法

の差異により、新しいバスシステムと現状のバスシステ

ムに対する意識が変化し、選好の選択結果に影響がある

か調査を行う。 
 

２．分析対象地域と基礎分析結果 

 

（１）研究対象地域の概要 
沖縄県那覇市周辺では、かつては軌道系の交通機関が

存在しておらず、自動車交通量の増加による交通混雑が

激化した。那覇市では平成15年に戦後初の軌道系交通機

関であるモノレール（名称：ゆいレール）が導入された

が、依然として交通渋滞は激しく、渋滞時平均速度に関

しては三大都市圏と比較してもさらに低い状況となって

いる。この現状を改善するため、基幹バスの導入が検討

されている。 
 
（２）パーソントリップ調査による基礎分析 
那覇市周辺において平成18年度に行われた沖縄県中南

部都市圏パーソントリップ調査（以下、PT調査）結果

より、各個人のデータを用いて非集計型交通手段選択モ

デルを構築した。式形に関しては、車と公共交通機関と

を選択する二項ロジットモデルとした。分析においては、

那覇市中心部が着地となっているトリップのみを抽出し、

さらに定時性の高い交通機関への認知が高いと考えられ

る「モノレール沿線地域」と、認知が低いと考えられる

「モノレール非沿線地域」を対象にそれぞれ交通手段選

択モデルの推計を行った。対象を２つの地域に分けた理

由は、その結果より定時性の高い交通機関の有無による

利用者の意識を把握するためである。 
ここで、モノレール沿線地域とは、PT調査のCゾーン

にモノレールの路線が含まれる、またはモノレールの路

線が隣接している計11地域のCゾーンと定義した。そし

てモノレール非沿線地域とは、モノレールの路線と直角

方向にあり、着地である那覇市中心部へモノレールで移

動が困難である那覇市中心部の南部にある計10地域のC
ゾーンを抽出した。両地域において、着地からの直線距

離が等しくなるようさらに条件を絞り込み、分析対象と

なるCゾーンを選定した。所要時間の欠損値に関しては、 



表１ 交通手段選択モデル推定結果 

 

それぞれのCゾーンから着地における、各交通手段の平

均値を補完した。上記の条件で行った推計の結果を表１

に示す。 
推計結果より、モノレール沿線地域においては、各変

数においてt値もすべて強く有意であり、尤度比は若干

値が低いが問題ない範囲であると判断される。モノレー

ル非沿線地域においては、車利用可能性ダミーのみが有

意であり、他の変数は棄却される。また尤度比は問題な

いと判断される。両地域において符号の方向はすべて妥

当であると考えられる。 
上記結果の考察を行う。モノレール沿線地域において

は、自家用車と公共交通の所要時間のパラメータの値が

有意であるのに対し、モノレール非沿線地域においては

利用可能性以外のパラメータが有意でなく交通手段の選

択に関してキャプティブの傾向が強いという事から、両

地域における所要時間に対する考え方、つまりは定時性

に対する意識がモデルの推計に影響していると考えられ

る。 
 
表２ 公共交通機関の所要時間における検定結果 

（３）所要時間に関する検定 
ここで、モノレールの有無という定時性に関する要因

が、人々の選択行動に影響をしているのかを検証するた

めに、PT調査のサンプルの実際の所要時間においてF検
定とt検定を行った。比較対象はモノレール沿線地域と

モノレール非沿線地域の両地域における公共交通機関の

所要時間である。結果を表２に示す。両地域の公共交通

機関の所要時間に関しては、F検定により5%有意で棄却

されたため分散は等しくないと言えるが、t検定により

5%有意で棄却されなかったため平均値は等しいと言え

る。 
上記より、公共交通機関の所要時間において所要時間

の分散、つまり定時性の影響が沿線地域と非沿線地域の

交通手段選択に影響を与えていると示唆される。 
 

３．アンケート調査 

 

（１）アンケート調査の概要 
２．分析対象地域と基礎分析結果で示した基礎分析結

果より、交通機関の定時性が交通手段選択において選択

行動に影響を与えていることが示唆されたため、研究対

象地域において独自アンケート調査を行い、定時性に対

する人々の選好の把握を行う。この独自アンケート調査

の調査対象地域を図１に示す。図中で、赤色がモノレー

ル沿線地域、緑色がモノレール非沿線地域、青色が浦添

市基幹バス導入想定地域、黄色が宜野湾市基幹バス導入

想定地域となっており、それぞれの地域でPT調査のCゾ
ーンをベースに、調査における区域分けを行っている。 
またアンケート調査手法に関して、SP調査の情報提

示の手法により分析結果が異なるかを検証するために、

別途小規模のサンプルを収集し分析を行う。 
 

 

図１ アンケート対象地域 
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表３ 調査票内容の一覧 

 

（２）アンケート調査票の設計 
今回のアンケートの内容一覧を表３に示す。内容とし

ては、RP調査として、一週間の中で最も多くの回数行

う行動について、自家用車での移動可能性、公共交通機

関での移動可能性とを尋ねている。これにより、交通機

関選択モデルを構築することを目的としている。SP調
査として、バスに対する選好意識についてと、基幹バス

導入に対する意識について尋ねている。特にバスに対す

る選好意識は、定時性に対する人々の選好をコンジョイ

ント分析により明らかにすることを目的としている。そ

の設問の設計においては遅れ時間、乗車時間、乗換、運

賃の４要因において、それぞれ２水準を設定し、L8の直

行表を用いた。本研究では交互作用は考慮しないことと

し、現実と乖離していると組み合わせを除いて、計６つ

のプロファイルA～Fを作成し、それらを一位から六位

まで順位を回答してもらう形とした。コンジョイント分

析のプロファイル設計に関して用いた直行表を表４に、

要因と水準の一覧を表５に示す。 
 
（３）アンケート調査手法 
２つの手法でのアンケートを行う。１つ目は図１に示

すアンケート対象地域で、訪問配布・訪問回収によりサ

ンプルを回収する独自アンケート調査である。この調査

はモノレール沿線地域と非沿線地域の交通手段選択と選

好意識の差異を詳しく分析するために行う。 
２つ目は2008年7月11日（金）に那覇市で開催された

講演会に参加した方々を対象に別途行った、小規模のア

ンケート調査である。調査の際には、アンケート票を会 

表４ L8直行表によるプロファイル設計 

  列 

  1 2 3 4 5 6 7

A 1 1 1 1 1 1 1

B 1 1 1 2 2 2 2

1 2 2 1 1 2 2

1 2 2 2 2 1 1

C 2 1 2 1 2 1 2

D 2 1 2 2 1 2 1

E 2 2 1 1 2 2 1

プ
ロ
フ
ァ
イ
ル 

F 2 2 1 2 1 1 2

 

表５ バスに対する選好意識調査に用いた要因と水準 

列 要因 水準１ 水準２ 

1 乗換行動 なし あり 

2 運賃 200 円 300 円 

4 バス停での遅れ時間 0 分 0～10 分

7 乗車中の遅れ時間 0 分 0～10 分

 

場で配布したのち、被験者を２つのグループに分けた。

そして片方のグループには別会場へ移動してもらい、ア

ンケート紙面のみによる情報提供を行いアンケートに回

答してもらった。もう片方のグループは講演会の会場に

残ってもらい、アンケート紙面による情報提供に加え、

設問内容をわかりやすく示したビデオを会場のプロジェ

クターで映写し被験者に見せ、その後にアンケートに回

答してもらった。後者のグループに見せたビデオは２種

類があり、ビデオを見せる被験者には両方とも見てもら

った。アンケート票の回収は両グループとも、記入し退

席する時に係員が回収した。この調査は、２つのグルー

プそれぞれでコンジョイント分析を行い、その結果を比

較することで、SP調査における情報提供手法が選好に

どの程度影響するのかを、定量的に評価するために行う。 
 
（４）SP調査の情報提示手法によるアンケート結果

の差異の分析のための、ビデオ映像の内容 
神奈川県においてバスの乗り継ぎに関して工夫してい

る事例があり、それらの工夫を被験者に簡単に理解して

もらうために、横浜国立大学の学生数名で現地に赴き、

実際にバスの乗継ぎを行う一連の行動を撮影した。詳し

い映像内容を以下の①と②に示す。 
①：神奈川県藤沢市で撮影したビデオで、御所見総合

クリニックバス停から支線バス『ふじみ号』に乗り、

慶応大学バス停で幹線バス『ツインライナー』に乗

継ぎ、湘南台駅バス停まで移動する様子を撮影した。 
 これは、被験者にタイムドトランスファーを考慮

したダイヤ設定を行うことにより、乗継ぎの際の時

間損失が軽減される事と、支線バスにおいて乗継ぎ

問1 :１週間で最も多い回数行う移動に関して 

 目的、頻度、発地、着地、移動手段 

問2 :①自家用車での移動について 

 利用可能性（不可ならばその理由）、 

 運転の有無、所要時間、徒歩時間、 

 駐車料金 

 ②公共交通機関での移動について 

 利用可能性（不可ならばその理由）、 

 経路所要時間、徒歩時間、待ち時間、 

 バス停・駅名 

問3 :バスに対する選好意識 

 遅れ時間、移動時間、乗換、運賃 

問4 :基幹バス導入についての意識 

問5 :バスの遅れに対する意識 

 遅れの頻度、遅れの時間 

問6 :個人属性 

 性別、年代、職業、免許の有無、 

 自由に使える免許の有無、住所 



割引が適用されることで、価格抵抗が軽減される事

を理解してもらう目的で作成した。 
②：神奈川県横浜市で撮影したビデオで、日吉駅バス

停からバスに乗り、運賃支払い時に運転手から「乗

り継ぎ乗車券」を受け取る。そして高田駅前バス停

で降車して、同バス停で乗継先のバスに乗車し「乗

り継ぎ乗車券」を運転手に手渡しすると、乗継ぎ後

のバスを無料で乗車でき、そのまま東山田駅バス停

まで移動する様子を撮影した。 
 これは、「乗り継ぎ乗車券」を利用することで乗

継いだ後のバスを無料で乗れることができ、乗継ぎ

において問題となる初乗り運賃の二重支払いの問題

を解決し、より価格抵抗が軽減される事を理解して

もらう目的で作成した。 
被験者にビデオを見せる順番は、①を見せ、次に②を

見せた。 
 

（４）アンケート結果の概要 
２つの手法で行うアンケート結果の概要を表６に示す。

独自アンケート調査に関しては、現在もサンプルを回収

している途中である。 
 

表６ アンケート結果概要 

１）独自アンケート調査

2008年7月5日（土）
～2008年7月31日（木）の予定

配布対象： 図１に示す地域
配布方法： 調査員による訪問配布
回収方法： 調査員による訪問回収
回収サンプル数：800票を予定

２）小規模トアンケート調査

調査日時： 2008年7月11日（金）16：00～17：00
配布対象： 講演会参加者
配布方法： 講演会参加者に会場で配布
回収方法： 退出時に係員に提出
回収サンプル数：ビデオあり　51票

ビデオなし　54票
　　　　合計　105票

調査日時：

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．おわりに 

 

３．アンケート調査で示したアンケート調査の分析結

果は講演当日に発表する。それにより、定時性の高い交

通機関が利用者の意識に与える影響を定量的に示したい。 
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